リスクアセスメントの展望

労働安全コンサルタント・技術士　矢島　藤一

１．はじめに

　「リスクアセスメント」ということは目新しい言葉ではありませんが、「リスク」(以後危険又は有害性)を意味する言葉として使用します。危険を表現するということは、危険性がどのような形で潜在し、どんな形で顕在化するかということは中々つかみにくいというのが実際です。中には､顕在化しない場合すらあります。

　「アセスメント」は一般的には「見直す」ということに使われますが、リスク対策には、必ずといっていいほど「落ち度」とか、「気がつかない」ということが付きまとうものです。また、「失敗」することもあります。このようなことを含めて「リスクアセスメト」という一語で表現することが多いわけです。

　リスクは人の英知をもって形成した機械機構等でも、その潜在危険性を排除することはできません。ましてや自然界に存在する各種の潜在危険性を把握することは容易ではありません。かといって、自然界のリスクを再現することはできません。

　しかしながら、機械機構等の潜在危険性、自然界のそれも、解明の努力が続けられ、リスクの予防対策も着々と進められています。この予防的措置の解明にはリスクアセスメントは欠かせない要素となります。

　リスクアセスメントを進める段階で、より効果的な方法を選択するということは、当たり前なことですが、その立証が難しいものもあります。人が介在した場合と自然界の現象が介在した場合です。だからといって、科学的立証を進めないわけにはいきません。リスクアセスメントを進めるときには、必ず「目的と効果」の見通しを立て展開する必要があります。困難だからといって「許容できない」ような要因を含むリスクを放置することはできません。出来る限りの対策を立てる必要があります。

　科学的に立証されたリスクを排除する場合に、比較的取り組み易い場合と非常に難しい場合が出てきます｡このようなときには、難しさの要因として上げられるものには次のようなことがあります。

1 経営基盤に係わるような問題点がある。(例、資金等)

2 機械機構等の改善が難しい。(現状では改善が困難等)

3 システムが複雑でこれ以上の改善が進められない｡(原発のような複雑な機構等)

4 人の制御が難しい。

5 自然界との係わり合いで、これ以上の取り組みができない。(地震、落雷等)

6 その他にもいろいろな要素があります。

　このように、リスクの要素には千差万別のことがあり、ルールを確立するといっても一筋縄ではいかないものです。しかし放置可能なものと、放置不可能なものがあります。機械の保全状態を検証する場合に、「予防保全」を優先するか、「事後保全」を優先するか、ということがあります。このようなときには、「目的と効果」を確認して、優先順位を立証する必要があります。

　通常の考え方から言えば、災害防止のためには「事後対応」は許されないこととなります。すべて「予防対応」絶対ということになります。予防対応の求められる事象に対しては、リスクを改善するために、繰り返し、繰り返し、リスクアセスメントを行わなければなりません。

　リスクアセスメントを進める段階で、「リスクの芽が見付からない」とか「対応のとり方がわからない」ということが聞かれます。これらの過程で最も大事なことは「当事者の教育・訓練」ではないかと考えます。自主能力の向上です。このような「まえおき」で「OSHMS」もととした、私の体験を中心にして説明します｡

２．リスクアセスメント

　(１)　リスクアセスメントを実施するためには次の手順が必要です。

　①　実施範囲を決めます。

　②　実施計画を作成します。

　③　情報を収集します。

　実施範囲の決定には、以下に述べるいろいろな手法を用いることが必要です。前段として次のことも必要です。

1 どのような事業場の職場(作業)を対象とするか。

2 どの機械・設備のどのような作業が対象となるか。

3 具体的な作業を取上げてみます｡

　　例、検査作業、点検及び清掃作業、異常時の措置作業、一般の保全作業、機械設備への投入或いは排出作業、電源の発停作業、２人以上の連携作業、部品の取替作業等の全ての作業が対象になります。

　　　このような作業を進める段階で過去の災害事例を考慮して、予見可能な誤操作、誤動作或いは人に係わるエラー要因「性、年齢、身体能力(視覚異常、聴覚障害等)」も考慮の対象とします。

　実施計画には次のことを念頭におきます｡

1 新たな機械・設備等のシステム導入、変更、改変或いは工程の大幅変更があった時は練り直しをします。

2 年1回程度の定期的な評価の見直しを実施します。

情報収集には次表のようなことがあります。このための、あらゆる情報を次表のような中から情報を拾い集めます。災害等に係わり合いが予想されるものを見出し、災害の芽を摘み取る方法を見つけ出します。これを年1回程度の周期でリスクアセスメントします。したがって、その作業はエンドレスとなります。

　

表　　情報収集の方法


表　　情報を得る方法

(２)　リスクとは

　ここにいうリスクとは、危険又は有害要因を総称することにします。リスクは潜在的な要素を指し、その顕在化したものを災害・事故といっています。リスクに対して次のようなことから検討を進めます。

　①　リスクの芽を見つけること

　　設備や機械類或いは手法、自然界の現象からリスクを見つけ出すことから始めます。

　ⅰ　安全点検

　ⅱ　安全巡視

　ⅲ　職場の安全活動

　ⅳ　ヒヤリ・ハット・気がかり提案

　ⅴ　自然界の現象(地震・台風・豪雨等)

　リスクの芽を見つける場合、中々見つけられないことがあります。次のようなことが上げられます。

　ⅰ　見つける能力が不足している場合があります。このような時には、教育・訓練について考えてみます。

　ⅱ　見つけ方が断片的か体系的になっていない。

　このようなときには、能力向上としてリスクを危険と思う感受性が必要、日頃から危険予知機能を身につけることが必要です。努力なくして感受性は向上しません。

2 リスクを摘み取ること

　リスクの芽を見つけた後、摘み取るには、どのようなことが必要か検討します。この努力がリスクアセスメントの手法となるわけです。そして、リスクの大きさに対応した対策を決めていきます。後述します。

(３)　リスクの内容

　大きく分けて次ぎの2点に分けられます。

　①　人の努力によって構成されるもの

　　システムの構成、機械設備等、材料、パーツ、計測器・工具等、部材等が入ります｡これらの構成品については、可能な範囲でフェールセーフが図られていますが、人の機能が必要な手法、物の運搬、細かい細工、構成物の点検手入れ等の非定常作業においては､リスクが伴なうものです。

　　自然現象と人に係わるもの

ⅰ　自然現象としての多くは、潜在的リスクを知ることが不可能なものです。地震、雷､豪雨等

ⅱ　人は自由意志をもっているので、否定された行動をも無視して行なうことがあります。潜在性のリスクを図り知ることは難しいものです。その対応は教育・訓練に負うところが多いとみられます。

(４)　リスクの定義

　リスクというものは、限定的に労働災害の発生する確率とその労働災害の大きさを組み合わせることによって表されます。

　①　発生確率

　ⅰ　危険源にさらされる頻度及び時間

　ⅱ　危険事象の発生確率

　ⅲ　被害の回避又は制限できる可能性等の要素

2 重大さ

ⅰ　被害の重篤度(傷害、健康傷害)

ⅱ　被害を及ぼす範囲

③　許容可能なリスク

　ユーザの利益、目的の適合性、費用対効果の有効性、満たされる要求等から生ずる各種の要素から設定されるものです。このような点を評価することによって最善のバランスによって決まるものです。ここに、最善のバランスということが出てきますが、収益とか利益優先を指すものでなく､自他共に社会的な評価されるものによって決まります。

　労働災害にあっては、起こしてはならないこと、あってはならないこと、によって条件が決まります。

(5)　リスクアセスメントの構図

　リスクアセスメントとは「見直す」という表現に用いられます。設定されたリスクの消去方法を見直す、より良い方法に変えていこうとする手段です。

　リスクアセスメントを進めるには、次のような方法をとります。

ⅰ　利用可能な情報を用います。

ⅱ　危険源及び危険状態を特定します。

ⅲ　危険源及び危険状態の見積りをし、評価します。

このような結果に基づき、当該リスクが許容可能か否かを判断します。ということは、社会的に許されるかどうかです。

(６)　危険源の特定とは

「災害または健康傷害を引き起こす根源」と定義されますが、次図で示されるような図式で行ないます。










図　　危険源が災害に至るまでのプロセス(ISO／CD12100：1998)

(７)　危険源特定のためのチェックリスト

①　機械的危険源　　はさまれ、巻き込まれ等の災害の可能性

②　作業方法と職場のレイアウトに関係する危険源　　鋭いエッジ、高所作業、無理な姿勢を必要とする作業等による災害の可能性

③　電気的危険源　　電気(高圧と低圧)、静電気への接触による災害の可能性

④　有害な物質または化学物質の危険源　　有害な物質に災害、健康傷害の可能性、可燃性物質による火災・爆発事故の可能性

⑤　物理的物質の危険源　　電磁放射線(熱，光、x線等)、騒音、振動等による災害、健康傷害の可能性

⑥　生物学的な物質の危険源　　微生物等による健康傷害の可能性　　

⑦　職場環境に関係する危険源　　不適切な照明・温度・湿度・換気等による災害、健康傷害の可能性

⑧　職場とスタッフの関係等人的要因に関係する危険源　　安全衛生伝達方法、スタッフの知識不足等による災害、健康傷害の可能性

⑨　心理的要因に関係する危険源　心理的不定や不安定による災害、健康傷害の可能性

⑩　作業体制に関係する危険源　　体制の組み方等による災害、健康傷害の可能性

⑪　その他の危険源

1 リスクアセスメントの手順

　ISO／IECガイド51よりの手順を示せば次図のとおりです。




　　事前準備
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文書化

図　　リスクアセスメントの手順

2 リスク低減の必要性の有無の決定及び判断基準

　この内容は次のようなことによって決まります。

ⅰ　技術的な可能性　　改善策が技術的に難しいとか、この内容に踏み込めない場合が想定されます。

ⅱ　社会的慣行　　社会的慣行として不文律であるという場合が考えられます。

ⅲ　費用対効果　　費用がかかりすぎるとか、効果が望めない場合があります。

ⅳ　対応する水準に達していない　　このようなときには、理解水準にまで意識水準をあげなければなりません。

　これらのバランスが保たれないと「許容可能リスク」を決めることが困難になります。リスクアセスメントを進める基本的事項が構築されていなければ進めません。

　判断基準としては、重大災害になるようなことは社会的にみて許されません｡後遺障害の残る可能性のあるような危険源に対しては､徹底的な安全策が望まれます。したがって、リスク低減対策をとるようにします。

3 製造者に求められる安全方策とその内容

　製造者に求められる処方については、各種の基準によって明示されているところです。主な点を上げれば次のようなことです。

ⅰ　指針等で求められる「本質安全設計等の基準」とその見直し　　完全なものはありません。取り扱い、パーツの寿命等で見直す内容は多くあります。

ⅱ　安全防備等の見直し　　取り扱いを含めて、これで良いというものは中々出来ません。

ⅲ　使用上の情報の提供　　徒に自己責任を回避するような情報を提供するのではなく、真に安全上必要な情報を提供することが必要です。
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図　　機械の安全化の手順

(参考)

　ガイド５１とは

　ISO／IEC　GUIDE51：1999

ⅰ　安全面―規格に安全に関する面を導入するためのガイドライン

ⅱ　用語の定義

Ⅲ　安全性という用語の使用、安全性の概念

ⅳ　許容可能なリスクの達成

ⅴ　規格への安全面の導入

　　安全規格の種類

　　提案の作業アイテムの分析、準備作業、起草　が示されています。

　④　事業者が行なう安全方策の例「基本事項」(1)

　一般的に危険作業とされているものには次のようなものがあります。使用上の情報を収集し、取り扱いにそごを来たさないようにします。

ⅰ　落下、飛び出し等

ⅱ　高圧流体の噴出等

ⅲ　高温又は低温部分への接触等

ⅳ　可燃性ガス、液体等による火災

ⅴ　可燃性ガス、液体等による爆発

ⅵ　感電等

ⅶ　高所での危険及び墜落等

ⅷ　移動時の転落、墜落等

⑤　事業者が行なう安全方策の例「作業者に関係するもの」(２)

ⅰ　作業床での滑り。つまづき等

ⅱ　有害物質による健康障害

ⅲ　放射線物質等による健康障害

ⅳ　騒音・振動による健康障害

ⅴ　一般作業(送出､排出等)、保守作業(微調整、手入れ等)

ⅵ　機械運搬(レイアウトの改善、フォークリフトの運行、物の運搬等)

ⅶ　機械の転倒等

ⅷ　誤操作の防止手段

３．リスクの見積り

　リスク要素により見積りをします。いろいろな見積り方法がありますが、公表されている方法で、災害、健康傷害の重大性の程度を見積もりします｡

	
	災害・健康傷害の重大性
	災害・健康傷害の事例

	１
	軽微
	· 素面的な傷害、軽い切り傷及び打撲傷、ダストが眼に入った。という程度のもの

· 不快感及び刺激(例えば頭痛等)、一時的な身体不全

感もたらす程度の健康傷害

	２
	重大
	・　裂傷

	３
	極めて重大
	


表　　3段階法による方法

　ここに、軽微とは赤チン災害程度、重大は休業災害、極めて重大は1月以上休業とか死亡災害とします。任意に決定します。

	
	発　生　頻　度　の　分　類

	１
	発生の可能性は極めて少ない

	２
	　発生の可能性は少ない

	３
	　発生の可能性が多い


　
表　　BS8800．付属書Dの事例

	
	発　生　頻　度　の　分　類

	１
	起こりそうにない

	２
	可能である

	３
	起こりそうである

	４
	時間の経過と共に必ず発生する



表　　EU指令のガイダンスの事例

	
	発　生　頻　度　の　分　類

	１
	　起こりえない

	２
	　起こりそうにない

	３
	　随時に起こる

	４
	　起こりうる

	５
	　頻発する


表　　MIL―STD―8882Cの事例

　①　予防措置(安全装置)の信頼性、妥当性

②　危険源に接する人数

3 危険源に接する頻度及び接している時間

4 ユーティリティの停止の可能性と影響。例えば、電気及び水道等の停止

5 設備及び機械類の故障の可能性と影響

6 保護具等を必要とする作業及び保護具等の使用率

7 例えば、下記の人による不安全行動(無意識の誤りまたは意図的手順違反)

ⅰ　危険がどんなものか知らない人

ⅱ　作業を実施するための知識、肉体的能力、または技能を持たない人

　　ⅲ　接するリスクを軽んじる人

　　ⅳ　安全作業方法の実用性及び有用性を軽んじる人

　このようなことを考慮してリスク要素を決めます｡

　この中から，二つのリスク要素の見積りを行い、結果から総合判断して結果をだしたりします。以下リスクの評価の進め方から評価します。

４．リスクの評価

(１)　リスクの評価方法

　リスクの評価も作業場の実態が異なりますので、より良い方法を選択して行なう必要があります。以下の事例は、ヨーロッパ、アメリカで一般に行なわれている方法です。事業場内で十分検討し、事業場の責任で最適な方法を決める必要があります。

　①表は、リスク見積りをした結果のリスクレベルを用語で示した例(BS8800－付属書D)

です。

	重大性

可能性
	僅かに有害
	有害
	極めて有害

	発生の可能性が極めて少ない
	些細なリスク
	許容可能なリスク
	中程度のリスク

	発生の可能性が少ない
	許容可能なリスク
	中程度のリスク
	大きなリスク

	発生の可能性が多い
	中程度のリスク
	大きなリスク
	耐えられないリスク


①表　　BS8800－付属書D：1996の事例

　②表はマトリックス表にリスクの最大のものから順に、1~20の序列をつけた例です。例えばこの事例では、重大な災害が、時々発生する可能性があるリスクについてリスクの評価をすると、リスクの序列は６になる例では、望ましくなく許容可能リスクではないかと判断できます。

②　例

	発生状況
	危　険　分　類

	
	致命的
	重大な
	限界的
	無視できる

	頻繁
	１
	３
	７
	13

	可能性が多い
	２
	５
	９
	16

	時々発生
	４
	６
	11
	18

	可能性僅か
	８
	10
	14
	19

	可能性無し
	12
	15
	17
	20


②表　　MIL－STD－882Cの例

	リスクの序列
	対　応　基　準

	１～５
	受け入れられない

	６～９
	望ましくない

	10～17
	許容可能(再チェックのうえ、許容可能)

	18～20
	許容可能


表　　②表の例の評価基準の例

　③表は各リスク要素を点数付けして見積り、合計ポイントでリスクレベルを判断した例です。この例では、リスクポイント＝災害の重大性＋危険源ヘ接近する頻度＋この時災害が発生する可能性、の各ポイントによりリスクレベルを決定します。「次表では、リスク要素２：災害発生の可能性を、２つの詳細リスク要素へ細分化しています。」

　例えばこの事例では、重傷災害の可能性のある危険源へ、時々接近する可能性があり、その場合に災害が発生する可能性が高いリスクポイントは

リスクポイント＝6＋2＋４＝12

となり、リスクレベルはⅢであり、重大なる問題があり許容可能リスクではないと判断できます。

　ⅰ　災害・健康障害の程度　ⅱ　危険源へ接近する頻度　ⅲ　危険源へ接近した場合災害が発生する可能性　ⅳ　評価基準の例、を示します。以下③表を示します。



　

ⅰ災害・健康障害の程度　　　ⅱ危険源へ接近する頻度　　　ⅲ危険源へ接近した場合

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　災害が発生する可能性

	リスクレベル
	リスクポイントの合計
	判　定　結　果

	Ⅳ
	１４～２０
	受け入れられない

	Ⅲ
	１１～１３
	重大な問題がある

	Ⅱ
	８～１０
	問題が多少ある

	Ⅰ
	１～７
	許容可能


ⅳ評価基準の例

③表　　リスク評価方法例

(２)　許容可能リスク

　どのような事業場においても絶対安全はあり得ないし、絶対安全は現実的ではありません。

　評価リスクとは、事業場にそのまま放置しておいてもやむを得ないリスクですが、どの程度のリスクまでを可能リスクレベルとするかについてきめておく必要があります。

　国際的に認められたISO／IECガイド51では、許容可能リスクとは、「その時代の社会の価値感に基づいて所定の状況の中で受け入れられるリスク」と定義されています。

　また、同時に、許容可能リスクは「絶対安全の理想と、製品、工程またはサービスによって満たされるべき要求と、ユーザの利益、目的適合性、費用効果の優秀性及び関係する社会の慣行との間のバランスの結果である」と述べられています。

　すなわち、許容可能リスクは様々な影響因子のバランスできまるものであり、また、社会の価値観、技術の進歩等により変化するものであり、恒常的なものではないため、全ての事業場で許容可能リスクレベルを一律に示すことは適当ではありません。

　現実的な課題としては、リスクの低減対策を進めるのに困難が伴なうことがあります。だからといって、リスクアセスメントの対象から外すということにはなりません。どこに問題があるかを究明して見直す必要があります。

(3) 実施する過程での注意点

　災害の発生の可能性などの評価では、メンバーの意見等が分かれることがあります。課題を抽象的に捉えていますから当然です。安易に多数決で決めるということではありませんから、十分な論議をして、チームメンバーの合意を得るようにします。

　このようなときの、決定方法とかチームのリーダの役割と責任のルールを決めておくことも必要です。

５．リスク低減の具体例

　リスク低減には、リスクの内容によって対応した取り組み方が必要になります。一般的な例は次の通りです。

　①　リスク低減対策は、リスクの高いものから優先的に実施するよう実施項目を選定し、計画します。

　②　検討メンバーから様々な案を出し合い、その中から効果、コスト、実現性等を検討し、最適な対策方法を選択します。重要な項目を選別から外すことは許されません｡

　③　リスク低減対策は、実施する前にその妥当性を確認して、そごをきたさないように

　　します。

　④　リスク低減対策を実行します。

　リスク低減対策は、経営に係わる諸問題がありますので、困難を伴なうことが多々あります。これらのことを含めて具体的に進めます。

(１)　具体的な進め方

　①　措置原則

　リスクの大きさ等のレベルに相応した措置原則を決めておきます。その事例を示します。

	リスクレベル
	措　　　　　　置

	些細
	措置は不要。リスクアセスメント実施記録の保管も不要。

	許容可能

リスク
	追加的管理不要。コスト効果の優れた解決策、またはコスト増加がない改善について検討してもよい。管理を確実に維持するため、監視が必要

	中程度の

リスク
	リスクを低減するための検討が必要であるが、対策の費用は十分検討し

少なくすることが望ましい。リスク低減対策を実施する期限を決め，期限内に実行することが望ましい。中等度のリスクが極めて重大な災害・健康障害と関連している場合、災害、健康障害の可能性を更に厳密にチェックするため、更に詳細にリスクアセスメントが必要な場合がある。

	大きな

リスク
	大きなリスクが低減されるまで業務を再開することは望ましくない。リスク低減のために、多くの経営資源を投入しなければならない場合がある。リスクに関係する作業について、緊急的な措置を講じることが望ましい｡

	耐えられないリスク
	リスクが低減されるまで、業務を開始することも継続することも望ましくない。十分な経営資源を用いてもリスクを低減する。不可能な場合、業務の禁止を継続しなければならない。


表　　措置原則の例(BS8800：1996による)

　②　実行計画の作成

　　全てのリスクを許容可能リスク以下とすることが原則です。しかしながら、現実的に既設の設備を改修するためには、稼動している設備・機械を長期間停止することは困難な場合が多く、また、リスク低減に使える経営資源も限られます｡

　　このため、リスク低減対策を決定するにあたり、原則としてリスクレベルの高いものから優先的に設備的対策を実施することとしますが、経営資源の有効な活用の観点から、対策効果の大きいものを優先的に実施することも考慮に入れた計画とする必要があります。

　　この場合、設備的なリスク低減対策が必要であるにもかかわらず、直ちには実施できないリスクも残りますが、それらのリスクについては次のようなことをします。

ⅰ　暫定的に危険状態の表示、警告をします。

ⅱ　安全作業手順書に管理ポイントを明記して管理します。

　ⅲ　作業者に対する教育・訓練を実施します。

　ⅳ　その他、現状でできる措置を行ないます。

　　そして、長期的にリスクを除去または軽減するための検討を行ない、リスク低減計画を作成することが望まれます。

　③　具体的な検討

　　リスク低減対策は、次表のように分類されます。

	リスク低減対策の種類
	対策の内容
	具体例

	ⅰ　本質的に安全な設備・機械等とする。
	機械・設備の改善によりリスクを低減する。
	危険なシャープエッジを無くす。有害な材料を無害な材料へ変更する。

	ⅱ　安全防護対策を採用する。
	
	保護柵を設置する。

光線式の安全保護装置等を採用する。

	ⅲ　保護具、追加安全対策を採用する。
	事故発生時に災害のひどさ、可能性を軽減する。
	安全帽、安全用保護具、メガネ等の採用

非常用停止装置等を設置する。

	ⅳ　使用上の情報により作業上で災害を防止する。
	作業上で災害を防止する。
	危険状態の表示、警告等を行なう。

作業手順書に管理を入れる。

教育・訓練を徹底する。


　

表　　リスク低減対策の種類

　一般的には、ⅰ，ⅱ､ⅲ、ⅳの順にしたがい対策を検討します。

　④　妥当性の見直し

　　決定して実行する前に見直すことが必要です。

　　ⅰ　改善された状態が許容可能なレベルになるか

　　ⅱ　新たなリスクが生じないか

　　ⅲ　最も費用効果の優れた解決策が選択されたか

　　ⅳ　影響を受ける人々は、改善された対策措置の必要性、実用性をどう考えているか

　　ⅴ　改善された管理手段は実際に使用されるか、また例えば、仕事を実施しなければならないという圧力に直面して無視されないか

　⑤　リスク低減対策の実行

　　採用計画に基づいて対策を実施します。

　　実施状況については、安全衛生委員会等の場でフォローを行ないます。

　⑥　残ってしまった残留リスクの扱い

　　改善対策等の出来ないものは、許容可能以下にならず残ってしまいます。これは、本来の趣旨からいうと許されないことです。それまでの間は、暫定的に事業場でできる可能な限りの対策を実施するとともに、記録を残し、将来の設備等の入れ替えの機会に、リスク低減対策を採用した設備等を導入するように計画する必要があります。

６．見直しにはどんなことが必要か

　繰り返しリスクアセスメントを考えてみましよう。

　ⅰ　危険源を特定し

　ⅱ　危害等が起きる前に

　ⅲ　危険源を除去、低減、管理
　することにあります。このためには、組織的な安全衛生活動が求められます。OSHMSにおける意識活動の向上が図られなければなりません。主な点は次のようなものです。

　①　個人的能力向上のために

　ⅰ　注意力を高める活動

　ⅱ　決めたことを守る活動(安全作業マニュアル、安全作業手順は作成したら守らせる等)

　ⅲ　危険源を見つける活動

　ⅳ　危険源を排除する活動

　ⅴ　危険予知活動

　ⅵ　ルールの確立

　ⅶ　安全衛生教育の実施

2 管理対応として

ⅰ　制度、仕組み作り

ⅱ　企業としての安全風土作り

このような諸活動は、一度活動指針が示されても必ず「見直し」が必要になってきます。これが「リスクアセスメント」です。その体系は図「リスクアセスメントの手順」で示したとおりです。その基本的な考え方は次のようなもので示されています。


表　　安全の国際的な表現


表　　安全の日本的な表現

(１)　安全の定義は変化する

　技術の進歩や知識の進歩で安全の定義は変わってきます。したがって、リスク

アセスメントの見直しもいろいろな条件で変わってきます。許容可能なリスクも各種の条件変化で変更する必要が生じてきます。どんな条件によって変化するかを考えてみましょう。

1 ユーザの利益との相反関係

2 目的と結果の合理性

3 費用対効果の有効性

4 社会的慣行との比較

これらの要件を考えながら、絶対安全の理想を追いながら、満たされるべき要求水準を決めます｡

(２)　許容可能なリスク等全般的な見直し

　許容可能なリスクも、事業場の実態から安全衛生水準に高低があり、現在求められるものから始める必要があります。徒に高い水準を求めても出来なくなってしまいます｡このためには、過去の実績と照らして水準を上げるように計画します。このためには、つぎのような全般的な見直しも必要になります。

1 リスクアセスメント導入の見直し

2 推進組織の検討

3 運用マニュアルの見直し

4 教育・訓練方法

以上概括的にリスクアセスメントを展望してみました。これはという画一的な方法は見出せません。これらの資料を基にして事業場の実情に合わせて計画し、実行していくことが必要です。

本資料は、中災防「ガイドブック」、リスクアセスメント研修資料(安衛コン会)を参考にしました。
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１　作業分析書をよく検討します。


２　作業する者との意見交換等の協議をします。


３　機械・設備・システム等の供給者のデータシートまたはマニュアルを検討する


４　専門知識を持つ者(人)或いは機関からの報告書等を参考にする。


５　安全衛生関係の定期刊行物やデータベース、ホームページを参照します。


６　安全衛生関係当局等からの提供される情報を参考とします。


７　災害要因のデータ、疫学的データの収集をします。


８　作業場の各種のルールを収集します。「ルール、マニュアル、安全作業手順」


９　作業環境測定結果等を参考にします。


10　健康調査結果を参考にします。


11　関連する各種の文献等を集めます｡


12　各種の機関から得られた基準を集めます｡





１　作業を実施する場所


２　作業実施時間と作業の頻度


３　作業実施の段階(通常作業、時々作業、直営者等)


４　作業に係わり影響を受ける者(訪問者、請負者、一般公衆、その他)


５　作業者の教育・訓練の程度と内容


６　安全作業手順書の有無と内容の適否


７　機械・設備・システム等に関する仕様、性能の有無


８　作業に使用する動力式・手工具等に関する仕様、性能の把握


９　機械・設備・システム等の製造者、供給者の指示書


材料等のサイズ、形状、特性、重量等


材料等を手動する距離・高さ等の要因


使用するユーティリティと能力(例えば圧縮空気等)


作業に使用する物質、または発生する物質とその特性(危険要素、注意点等)


関係法令、規制、各種の規格の情報


適正と考えられる管理と方法


過去の労働災害と健康傷害の内容、その潜在要因等


過去に実施したリスクアセスメントの見直し





「安全」の日本的表現


安全とは、安らかで危険でないこと


危険とは、危害又は損失のおそれのあること。


　　　危害とは、生命又は身体を損なうこと。


　　　損失とは、財産の減ること。


　　　おそれとは、不安に思うこと。


　　安全とは、「安らかで生命又は身体を損なう恐れのないこと又は財産の減る恐れのないこと。となります。


労働安全に限れば、安全とは


「身体的傷害や健康傷害の不安がないこと」


日本では、安全は


「死亡や怪我の不安がないこと」即ち、災害の不安がないこと。


＜絶対安全＝理想を求めている。＞　これに対して国際的には


「受け入れ不可能なリスクがないこと。」


　即ち、受け入れ可能なリスクであること。


＜絶対安全ではなく、ある程度のリスクが残る状態＝現実を考えている。＞





「安全」とは国際的には次のようなことが示されています。


＜IEC．ISO＞ガイド51より


安全とは


受け入れ不可能なリスクがないこと（freedom from unacceptable risk）


安全は、リスクを許容可能なレベルに低減することによって達成される


許容可能なレベルとは、特定の条件下で、現在の価値観に基づいて受け入れられるレベル


リスクとは、傷害又は健康傷害のひどさとその発生確率の組み合わせ


と示されています。











事業者による安全方策等の実施


①　作業の実施体制の整備　②　安全作業手順の作成


③　安全防護物の設置　　　④　保護具の整備


⑤　労働者の教育・訓練の実施





(１)　使用上の情報の内容確認





機械を使用等する事業者が行なう事項





③　使用上の情報の作成





②　安全防護及び追加の安全方策





①　本質的な安全設計





(２)　製造者等による安全方策の実施





(1)　リスクアセスメントの実施





製造者等が行なう事項

















　手順２








　　　　　　　　　　　　　　手順３








　　　　　　　　　　　　　　手順４











　　　　　　　　　　　　　　　手順５





リスクの低減





終　了





許容可能なリスクは達成したか！





リスクの評価





リスクの見積り





危険源の特定





使用又は予見可能な誤使用の明確化





開　始





人





危　険　状　態





安全方策の不足、不適切、不具合





危　険　事　象





災害・健康傷害





程度　　　　　点数


致命傷　　　　１０


重傷　　　　　　６


軽傷　　　　　　３


些細　　　　　　１





　程度　　　点数


　頻繁　　　　４


　時々　　　　２


殆んど無い　　１





　程度　　　　　　点数


確実である　　　　　６


可能性が高い　　　　４


可能性がある　　　　２


殆んど無い　　　　　１
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